
1�.� �財政投融資を�活用�し�て�いる�事業の主な内容�
（1） 大規模林業圏開発林道事業
　　北上山地、中国山地等地理的条件が悪く、山村地域の過疎化・高齢化の進行等により、豊富な森林資源の開発が十分に行われていな
い全国7圏域において、林道の開設等を行い、林業生産性の向上等を図る事業

（2） 水源林造成事業
　　水源をかん養する等の目的で、急速かつ計画的に森林の造成を行う必要があるにも拘わらず、市場原理に任せておいては造成が進
まない民有林において、緑資源公団が費用負担者となって、水源林を造成し、国民生活に不可欠な水資源のかん養、国土保全、地球温
暖化防止等に資する事業

（3） 農用地総合整備事業
　　旧農用地整備公団の廃止に伴い受託残事業として緑資源公団に承継された事業であり、広域的な区域を対象として農用地（区画整
理等）と農業用道路等の整備を一体的かつ集中的に行うことにより、農業の生産性向上と農業構造の改善を図る等、地域の活性化に資
する事業

　（参考）　財投対象外の主な事業としては、海外農業開発業務（農業分野の国際協力に係る調査等を行う事業）等がある。

2�.� �財政投融資計画額等�

4�.�当該事業�に�関す�る�政策�コ�ス�トの�試算値�
［試算の概要］
①公団の行う事業のうち大規模林業圏開発林道事業、水源林造成

事業及び農用地総合整備事業の3事業を試算の対象としている。

②各事業の試算にあっては、

　 ● 大規模林業圏開発林道事業

　　全体計画延長2,180km のうち平成13年度までに着手する区

間（計画延長約1,772km ）を対象に、各区間の開設・改良が完

了するまで（平成13年度以降総事業費3,101億円）

　 ● 水源林造成事業

　　総新植予定面積51万haのうち平成13年度までに新植を行

う約43万haを対象に、造林地の保育・管理等が完了するまで

（平成13年度以降総事業費10,810億円）

　 ● 農用地総合整備事業

　　平成13年度において完了及び継続実施している区域（総

受益面積112千ha）のうち、平成13年度までに実施している15

区域（受益面積約89千ha（全計中2区域含む））を対象に、農用

地及び農業用道路の整備が完了するまで（13年度以降総事

業費2,079億円）を分析の対象としている。

③分析期間は、上記各事業の債務が全て償還されるまでの

　　大規模林業圏開発林道事業 ………………………… 37年間

　　水源林造成事業 ……………………………………… 80年間

　　農用地総合整備事業 ………………………………… 25年間

　　となっている。

④大規模林業圏開発林道事業及び農用地総合整備事業における

業務収入（負担金等収入）は、現行負担金等徴収制度に基づき

計上し、水源林造成事業における業務収入（分収造林収入）は、

「全国平均山元立木価格」を参考に公団持ち分を推計している。

⑤以上のような考え方の下に、設定された前提条件に従って事業

の将来シミュレーションを行いそれに基づいて当該事業の遂行

に必要な出資金、補助金、補給金を算出した。

［政策�コ�ス�ト�］� �分析期間 3�7�年間 8�0�年間 2�5�年間�

3�.� �当該事業の成果、�社会�・�経済的便益な�ど�
 ● 大規模林業圏開発林道事業においては、平成12年度末までに
1,135.5㎞の林道の開設・改良を実施した。
　　その間、
①大規模林業圏開発林道を基幹とする林道網の整備による林
業生産活動の活性化、
②森林整備の促進及び森林の多面的な機能の維持・増進、
③災害時の迂回路、山火事、山地災害等へのアクセス道、
④通勤、通学等山村地域の生活の利便性向上、
　　等の効果が見込まれる。
　　これらの効果を定量的に試算した一例として、平成13年度新
規着工区間4区間の事前評価における試算（工事期間に林道の
耐用年数を加えた50～58年間について算定）では、4区間延長
合計65㎞について費用約199億円に対して、 効果約284億円と
なっている。

 ● 水源林造成事業においては、平成12年度末までに水源地域の
民有林において、42万haの植栽を実施した。
①水資源のかん養、
②土砂の流出・崩壊防止などの国土保全、
③酸素の供給、二酸化炭素の吸収・固定、
④美景観の創設や野生生物保護の環境保全、
　　等の効果が期待され、上記を林野庁が公表した森林の公益的
機能の評価額を基に公団分を面積按分の方法により推計した場
合、年間1兆3千億円となる。
　　なお、本事業により造成された森林の有する貯水機能は、東京
都の上水道使用量の約2年間分に相当する約28億トンと推計さ
れる。
　　また、山村地域における雇用の確保の効果（年間150万人日）
が期待される。

 ● 農用地総合整備事業においては、平成12年度末までに5区域、
17市町村、受益面積約23千haの農用地を対象に農用地及び農
業用道路の整備を完了した。
　　事業を実施することにより見込まれる効果について、平成13年
度時点で実施中の13区域（全計区域を除く）で算定した結果、以
下のとおりである。（計画ベース、総合耐用年数内（平均46年）に
発生する効果について算定）
①農用地及び農業用用排水施設等の整備
　　農業生産性の向上（生産量増加、品質向上）、農業経営向上
効果（労働節約、維持管理費節減）、水利施設等の更新効果等
で467億円
②農業用道路の整備
　　走行経費の節減、走行時間の短縮、農産物の荷痛み防止効
果等で3,087億円
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（単位�：�億円）�

12年度末財政投融資残高見込み13年度財政投融資計画額

4,718237

（単位�：�億円）�

計農用地総合
整備事業

水源林
造成事業

大規模林業圏
開発林道事業

3,6121,373402,1991. 国からの補給金等

10,1312510,10242. 国からの出資金等
 の機会費用分

13,7431,39810,1422,203 1～2　小計
――――3. 国への資金移転

13,7431,39810,1422,203 1～3　合計＝政策コスト

＜参考＞
　　補給金・出資金等の13年度予算計上額
 補給金等 ： 396億円
 出資金等 ： 341億円



5�.� �分析�に�おけ�る�将来の事業見通�し�等の考え方�
①大規模林業圏開発林道事業については、各区間の事業費に直近の補助率（基本補助率2/3）を乗じて得た補助金と借入金を事業費へ

投下しており、借入金相当額については、4年以内据置後21年元利均等半年賦償還の方法により受益者等から賦課金・負担金として徴

収することとしていることから、事業実施最終年度（平成28年度）分は、21年後の平成49年度をもって徴収完了となっている。なお、貸倒

れについては、負担金・賦課金が地方公共団体・受益者から確実に徴収され、これまでに発生していないため、政策コスト分析上見込ん

でいない。

（事業費の推移）

 平成11年度実績 平成12年度見込 平成13年度以降見込

 276億円 308億円 3,101億円

②水源林造成事業については、業務収入のみで事業が実施可能と見込まれる平成38年度まで出資金2/3、借入金1/3の割合で事業費へ

投下し、以降順次主伐収入等により得た収益をもって借入金の償還財源等に充てることとしており、その回収は平成13年度までに新植

した造林地が成林し、伐採される平成92年度をもって完了となっている。

（事業費の推移）

 平成11年度実績 平成12年度見込 平成13年度以降見込

 630億円 662億円 10,810億円

③農用地総合整備事業については、補助金（各年度の区域毎の事業費に補助率を乗じて算出した額）と借入金（各年度の事業費から国

庫補助金を減じ、徴収金と償還金の差額分を調整し算出した額）を事業費へ投下しており、借入金相当額については、事業完了の翌年

度から15年元利均等年賦償還の方法により負担金として徴収することとしていることから、事業実施最終年度（平成22年度）分は、15年

後の平成37年度をもって徴収完了となっている。なお、貸倒れについては、負担金が地方公共団体から確実に徴収され、これまでに発生

していないため、政策コスト分析上見込んでいない。

（事業費の推移）

 平成11年度実績 平成12年度見込 平成13年度以降見込

 313億円 296億円 2,079億円

6�.� �補助金等�が�投入�さ�れ�る�理由、�仕組み、�国庫納付根拠法令等�
①大規模林業圏開発林道事業

　　豊富な森林資源に恵まれ、かつ、林野率が極めて高い山村地域において、林業を中心とする総合的な地域開発を推進するための公

共事業であることから、一般会計から「事業費×基本補助率（2/3）×調整率甲×後進地域調整率」の額を補助金として受け入れている。

　（本コスト分析対象事業費に占める平均補助率　80％）

（根拠法令等）　

　補助金：緑資源公団法第36条及び緑資源公団法施行令第35条

②水源林造成事業

　　水源林の安定的な確保と国土保全のため、保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地を対象に水源林を造成するための公共事

業であることから、一般会計から「事業費×2/3（一部、水源林特別対策事業10/10）」の額を出資金として受け入れるとともに、昭和55年

度から平成元年度までの間の出資金振替相当分としての借入金に対する利息相当分として補給金を受け入れている。

（根拠法令等）

　出資金：緑資源公団法第3条の2、補給金：予算補助

③農用地総合整備事業

　　食料の安定的供給、農業生産性の向上及び農業構造の改善に資するため、農用地の改良及び土地改良施設の整備を行うための公

共事業であることから、一般会計から「各年度の区域毎事業費×総合補助率（工種別事業費×補助率（区画整理45％　農業用道路2/3

等）の合計の区域総事業費に占める比率）＋各年度の区域毎後進地域補助率差額金の合計」の額を補助金として受け入れている。（本

コスト分析対象事業費に占める平均補助率　68％）

（根拠法令等）

　補助金：予算補助

7�.� �特記事項な�ど 
①今回のコスト分析では、平成13年度までに着手した箇所が完了するまでの事業費が分析の対象となっており、既存の全体計画を対象と

したものではない。

②今回のコスト分析では、大規模林業圏開発林道事業及び農用地総合整備事業の借入金償還について、償還財源である負担金等の徴

収完了年度に残額を繰上償還することとし、分析を完了した。

③前提条件を変化させた場合の一例として、水源林造成事業において業務収入の算定因子となる山元立木価格の10％低下を見込んだ

場合の政策コストは、116億円増加することとなる。
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（参考）� 貸借対照表、� 損益計算書�

（単位�：�百万円）�貸借対照表 （林道等勘定）�

13計画12見込11年度末
実績区分13計画12見込11年度末

実績区分

（負債及び資本の部）（資産の部）

6036409,151流動負債18,69222,69935,463流動資産

37378,354未払金14,91718,88531,411現金・預金

514548594未払費用3,2503,2503,250有価証券

00129受託業務前受金003受託業務前払金

465前受金519556584未収収益

495069その他の流動負債68207未収金

565,610621,711624,816固定負債018その他の流動資産

236,272247,891253,517長期借入金555,641607,787606,650固定資産

03063割賦未払金297,301306,845297,691林道事業資産

319,929364,472362,069長期前受金17200特定地域整備事業資産

9,4109,3199,168引当金254,035296,761304,649農用地整備事業資産

566,214622,351633,967（負債合計）2,2852,3582,461社会資本整備事業貸付金

資本金1,1811,2141,247有形固定資産

1,4351,4351,435政府出資金666610601投資その他の資産

剰余金

6,6846,7006,710利益剰余金

8,1208,1368,145（資本合計）

574,334630,486642,113負債・資本合計574,334630,486642,113資産合計

（単位�：�百万円）�損益計算書 （林道等勘定）�

13計画12見込11年度
実績区分13計画12見込11年度

実績区分

（収益の部）（費用の部）

11,16812,1949,804経常収益11,12312,18810,147経常費用

9,27510,0796,733割賦利息収入9,40610,0056,824借入金利息

6018232,177受託業務収入11117整備業務費

331社会資本整備事業事務費収入1874722,131受託業務費

645789736国庫補助金収入16168業務委託費

643500157事業外収益360408566海外農業開発調査費

000特別利益9891,017337一般管理費

1610364当期損失金34178269徴収費用引当金繰入

120816事業外費用

601621特別損失

11,18412,20410,168合計11,18412,20410,168合計

注）� 本勘定�は、�財政法�2�8�条�ベ�ー�ス�で記載�し�て�い�る�。�
 � 本表�に�は、�政策�コ�ス�ト�分析の�対象�と�し�て�い�な�い�特定�地域�整備�勘定、�林道�勘定の�う�ち�特定�森林�総合�利用�基盤�整備�事業�及�び�特定�森林�地域�開発�林道�事業、�農用�地整�

備勘定の�う�ち�八郎潟特別事業、�海外特別事業の�ほ�か受託業務及�び�転貸資金�が�含�ま�れ�て�い�る�。�
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（参考）� 貸借対照表、� 損益計算書�

（単位�：�百万円）�貸借対照表 （造林勘定）�

13計画12見込11年度末
実績区分13計画12見込11年度末

実績区分

（負債及び資本の部）（資産の部）

542564598流動負債5,1545,8006,616流動資産

171717未払金3,1072,9793,994現金・預金

514536566未払費用817817817有価証券

101015その他の流動負債666未収収益

238,632235,944228,495固定負債003未収金

234,123231,708224,275長期借入金1,2241,9981,796その他の流動資産

4,5094,2364,220引当金945,359907,836856,810固定資産

239,174236,508229,094（負債合計）944,507906,968855,929造林事業資産

資本金808823834有形固定資産

708,586674,453631,669政府出資金454647投資その他の資産

剰余金

2,7542,6752,663利益剰余金

711,340677,128634,332（資本合計）

950,513913,636863,426負債・資本合計950,513913,636863,426資産合計

（単位�：�百万円）�損益計算書 （造林勘定）�

13計画12見込11年度
実績区分13計画12見込11年度

実績区分

（収益の部）（費用の部）

9831,1271,323経常収益9051,1151,402経常費用

427134分収造林収入495266分収造林原価

9105販売・解約事務費収入9105販売・解約事務費

8901,0081,125政府補給金収入8901,0081,125借入金利息

808360事業外収益236事業外費用

――78当期損失金7812―当期利益金

9831,1271,402合計9831,1271,402合計

注）� 本勘定�は、�財政法�2�8�条�ベ�ー�ス�で記載�し�て�い�る�。�
 � 本表�に�は、�政策�コ�ス�ト�分析の対象�と�し�て�い�な�い�特定中山間保全整備事業�が�含�ま�れ�て�い�る�。�
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